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2. 配当の状況 
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(百万円未満切捨て)

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年11月期 6,735 11.7 111 △10.6 115 △16.4 53 1.1

19年11月期 6,028 20.8 125 △39.2 138 △28.8 52 △48.2

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年11月期 2,062 51 － － 4.4 5.2 1.7

19年11月期 2,013 71 － － 4.2 7.9 2.1

(参考) 持分法投資損益 20年11月期 10百万円 19年11月期 14百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

20年11月期 2,751 1,225 44.5 47,360 13

19年11月期 1,745 1,216 69.5 46,997 62

(参考) 自己資本 20年11月期 1,223百万円 19年11月期 1,214百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年11月期 32 △64 190 867

19年11月期 64 △68 △166 708

１株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向 
(連結)

純資産配当率
(連結)(基準日) 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年11月期 － － 1,100 00 1,100 00 28 54.6 2.3

20年11月期 600 00 1,100 00 1,700 00 43 82.4 3.6

21年11月期(予想) － － 1,100 00 1,100 00 28 52.4

(％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 4,272 32.0 36 △16.6 26 △43.9 3 △82.6 146 82

通 期 8,655 28.5 152 36.4 132 14.0 54 1.8 2,100 45
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4. その他 

 
  

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更         有 

(注) 詳細は、19ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

  

 
(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、34ページ「１株当たり情報」をご

覧ください。 

  

1.平成20年11月期の個別業績（平成19年12月１日～平成20年11月30日） 

 

 
  

 
  

(2) 個別財政状態 

 

 
  
 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ
ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま
す。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、３ページ「１.
経営成績（１）経営成績の分析」をご覧下さい。 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無

新規  －社 除外  －社

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項の変更に記載されるもの）

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 20年11月期 25,834株 19年11月期 25,834株

② 期末自己株式数 20年11月期 －株 19年11月期 －株

(参考) 個別業績の概要

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年11月期 5,921 3.9 63 △58.3 81 △46.4 47 △31.1

19年11月期 5,701 21.8 153 △6.3 152 12.0 68 14.0

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

20年11月期 1,832 16 － －

19年11月期 2,625 82 － －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年11月期 2,469 1,166 47.2 45,139 77

19年11月期 1,664 1,162 69.8 45,007 61

(参考) 自己資本 20年11月期 1,166百万円 19年11月期 1,162百万円
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当連結会計年度（平成19年12月１日から平成20年11月30日まで）におけるわが国経済は、米国発の金

融危機が実体経済にも影響を及ぼし、景気減退の波がかつてない速さで押し寄せております。内外需の

落ち込みと円高で大企業製造業を中心に雇用や設備に過剰感が広がっており、企業収益の悪化と先行き

の不透明感が益々強まっています。 

 当社グループの主力事業が属する人材サービス業界においても、労働者派遣法の抵触日問題（いわゆ

る2009年問題）や法改正の議論もあり、大きな転換期を迎えております。このような環境の下、当社グ

ループではアウトソーシング事業の提供サービスの多様化を図るべく、会社分割によりシステム開発受

託事業を承継し、「システム事業」を開始いたしました。また、主力の人材総合アウトソーシング事業

においても、当連結会計年度前半を中心に大口クライアントとの取引が増加し、増収となりました。そ

の結果、売上高は6,735,574千円（前連結会計年度比11.7％増）となりました。一方、利益面において

は、前半に新規出店を行った総合人材アウトソーシング事業において人件費を中心として販売費及び一

般管理費が増加した他、事業承継に係る調査費用や会社PR費用等の管理部門に係る販売費及び一般管理

費が増加しております。これらの結果、営業利益は111,802千円（前連結会計年度比10.6％減）、経常

利益は115,838千円（前連結会計年度比16.4％減）となりました。当期純利益に関しては、貸倒引当金

戻入益等の影響により、53,282千円（前連結会計年度比1.1％増）となりました。事業の種類別セグメ

ント別の業績は次のとおりです。なお、当連結会計年度より事業セグメントの区分変更を行っておりま

す。以下の説明は、前連結会計年度の業績を変更後のセグメントに組み替えた上で記載しております。

①総合人材アウトソーシング事業 

 総合人材アウトソーシング事業においては、派遣先企業の直接雇用の流れや景気減退の影響によりス

ポット業務の受注が減少しました。しかし、人材派遣サービスで大口クライアントを中心にコールセン

ター業務が増加した他、抵触日を迎えた物流現場において業務請負による受注を進めることができまし

た。これらの結果、売上高は5,905,239千円（前連結会計年度比3.8％増）となりました。損益面におい

ては、第３四半期以降、人材派遣需要の減退を見込んで支店の統廃合等を行いましたが、期初時点では

採用拠点網の拡大を予定して準備を進めていたため、人件費を中心に販売費及び一般管理費が大幅に増

加しました。売上総利益率についても、スポット業務の減少により0.6ポイント低下しております。し

かし、利益管理の強化を行い、第４四半期以降、売上総利益率は回復傾向にあります。以上の結果、営

業利益は461,951千円（前連結会計年度比4.1％減）となりました。なお、支店の統廃合を進めた結果、

総合人材アウトソーシング事業を展開する拠点は当連結会計年度末で前連結会計年度末比５拠点減の20

拠点となっております。 

②パフォーマンス・コンサルティング事業 

 パフォーマンス・コンサルティング事業においては、企業の人材への教育投資強化の流れを背景に受

注が好調に推移しました。特に新たに開発した新入社員向け研修プログラムの投入により、年間を通じ

て企業のほぼすべての階層の研修に対応することが可能となりなした。以上の結果、売上高は292,021

千円（前連結会計年度比51.5％増）、営業利益は39,723千円（前連結会計年度は23,227千円の営業損

失）となりました。 

③システム事業 

 当連結会計年度に、当社子会社である株式会社ＧＩＭ（旧株式会社パスカル）が株式会社ジーアイエ

ムより、同社が展開するシステムコンサルティング・システム開発受託事業及びシステムエンジニア派

１ 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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遣事業を会社分割の方法により事業承継し、平成20年10月から新たにシステム事業を開始しました。当

連結会計年度の売上高は429,591千円、営業利益は29,409千円となっております。 

④モバイル・マーケティング事業 

 モバイル・マーケティング事業においては、市場調査業務において大口クライアントからの受注が低

調に推移し、また、新サービスのモバイル・ミックスも市場浸透が進まず苦戦いたしました。その結

果、売上高は117,323千円（前連結会計年度比29.0％減）、営業損失は9,285千円（前連結会計年度は

4,939千円の営業利益）となりました。 

⑤全社 

 全社部門の配賦不能営業費用が409,996千円（前連結会計年度比21.1％増）となりました。増加の主

な要因は、事業承継のための調査等費用、会社PRビデオやパンフレットの刷新費用、財務報告に係る内

部統制制度対応のための準備費用、本社増床のための地代家賃等であります。 

  

① 財政状態の変動状況 

 当連結会計年度末の流動資産は、前連結会計年度末から572,549千円増加し、2,022,218千円となりま

した。売上債権の増加390,524千円と現預金の増加158,535千円が主要因であります。売上債権は、シス

テム事業の承継により249,622千円の売掛金を引き継いだ他、その後の受注納品が好調でシステム事業

の売掛金がさらに80,072千円増加しました。また、期末日が銀行休業日であったため、総合人材アウト

ソーシング事業の売掛金も43,352千円増加しております。現預金の増加は、システム事業の開始や金融

危機に関連する不測の混乱に備えて預金を積み増したためであります。 

 当連結会計年度末の固定資産は、前連結会計年度末から433,051千円増加し、729,247千円となりまし

た。これは主に、システム事業承継によるのれんの計上262,065千円と当該のれんに係る繰延税金資産

181,061千円によるものであります。 

 当連結会計年度末の流動負債は、前連結会計年度末から676,858千円増加し、1,206,019千円となりま

した。短期借入金及び1年内返済予定長期借入金の増加540,000千円と買掛金の増加108,998千円が主要

因であります。システム事業の承継により、短期借入金460,000千円及び買掛金83,810千円を引き継い

だ他、運転資本の増加に備えた流動性確保のため短期借入金の借り増しを行いました。 

 当連結会計年度末の固定負債は、320,000千円となりました。前連結会計年度まで固定負債はありま

せんでしたが、システム事業の承継により引き継いだ借入金返済のために新たに400,000千円の長期借

入を行いました。 

 当連結会計年度末における純資産合計は、当期純利益により53,282千円増加しましたが、配当により

43,917千円減少して1,225,447千円となっています。その結果、自己資本比率は前連結会計年度末比

25.2ポイント減の44.5％、有利子負債自己資本比率は70.3ポイント増の73.6％となっております。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度比31,528千円減の32,671千

円の収入（前連結会計年度は64,200千円の収入）となりました。関連会社からの配当により、利息及び

配当金の受取額が25,389千円増加しましたが、売上債権の増加額が52,088千円増加した他、貸倒引当金

の増減額の減少が24,447千円であったため、営業活動によるキャッシュ・フローの収入が31,528千円減

少する結果となりました。 

 当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度比3,891千円減の64,372千

(2) 財政状態に関する分析
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円の支出（前連結会計年度は68,264千円の支出）となりました。システム事業承継に伴う支出が68,961

千円ありましたが、関連会社株式の売却による収入が49,000千円があり、さらに敷金保証金の差入によ

る支出が前連結会計年度と比較して32,948千円減少したたため、投資活動によるキャッシュ・フローの

支出が3,891千円減少する結果となりました。 

 当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、190,236千円の収入（前連結会計年度は

166,844千円の支出）となりました。これは主に長期借入金を新規に400,000千円借り入れ、システム事

業承継により引き継いだ長期借入金166,664千円を返済したためであります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利息を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。また、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

※平成16年11月期及び平成17年11月期は当社が未上場であるため、時価ベースの自己資本比率は記載しておりませ

ん。 

  

当社では、株主に対する利益還元を重要な経営課題のひとつと認識しており、財務体質の強化と今後

の事業展開への対応を図るために必要な内部留保を確保しつつも、安定した配当を実施していくことを

基本方針とし、①中間・期末の年2回配当の実施、及び②翌半期に大型の資金需要が予定されていない

場合は連結配当性向50％以上を具体的な目標としております。 

 平成20年11月期につきましては、上記の方針に基づき、1株につき1,100円の剰余金の期末配当を実施

する予定であり、平成20年８月11日の中間配当600円と合わせた連結配当性向は82.4％であります。 

 次期の配当につきましては、上記方針に則り、年間1,100円の期末配当（予想連結配当性向52.4％）

を実施する予定であります。中間配当については、第２四半期累計業績予想及び次期事業展開等を総合

的に勘案し、次期については実施しない予定であります。 

 なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

平成16年11月期 平成17年11月期 平成18年11月期 平成19年11月期 平成20年11月期

自己資本比率(％) 61.5 61.6 73.6 69.5 44.5

時価ベースの自己資本比率(％) － － 221.5 70.0 27.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(年)

59.6 0.4 4.9 0.6 27.5

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

0.6 131.1 13.3 53.8 11.3

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

㈱エスプール（2471）　平成20年11月期決算短信

5



以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性のある主な事項を記

載しております。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資判断上、重要であ

ると考えられる事項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に記載しております。な

お、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対

応に努める方針でありますが、本株式に関する投資判断は、以下の事業等のリスク及び本項以外の記載

事項を、慎重に検討した上で行われる必要があります。また、以下の記載は当社の事業もしくは本株式

への投資リスクを完全に網羅するものではありませんので、その点ご注意ください。 

なお、文中における将来に関する事項は、本資料提出日現在において当社が判断したものであります。

① 事業の許認可について 

 当社の人材派遣事業は、労働者派遣法に基づく一般労働者派遣事業として以下のとおり厚生労働大臣

の許可を受けております。労働者派遣法は、一般労働者派遣事業の適正な運営を確保するために、派遣

事業を行う者（事業主）が、派遣元事業主としての欠格事由に該当したり、労働者派遣法もしくは職業

安定法の規定またはこれらの規定に基づく命令処分に違反する場合には、事業の許可を取消され、また

は事業の全部もしくは一部の停止を命じられる旨を定めております。従って、万一法令違反に該当し、

一般労働者派遣事業の許可取消しや当該業務の全部または一部の停止の命令を受けた場合や許可の有効

期間満了後に許可が更新されない場合には、一般労働者派遣事業を営むことができず、当社グループの

事業運営に重大な影響を与える恐れがあります。 

     許可番号   般13-070399 

     許可年月日  平成12年2月1日 

     有効期間   平成20年2月1日から平成25年1月31日まで 

② 法的規制について 

 当社グループの行う事業に適用のある労働基準法、労働安全衛生法、労働者派遣法、職業安定法、労

働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法その他の関連法令は、労働市場を取り巻く社会情

勢の変化に応じて今後も改正、解釈の変更等が想定されます。この場合、当社が行う事業についても、

影響を受ける可能性があります。 

③ 個人情報の管理について 

 当社は、総合人材アウトソーシング事業を行う上で、登録スタッフの個人情報を保有しており、基幹

業務システムにて一括管理しております。そしてこれらの個人情報の取扱については、「個人情報の保

護に関する規程」を定め、万全の管理体制を施しております。また、不正アクセス、破壊及び改ざんに

対して、基幹業務システムのセキュリティ投資を積極的に行い、厳正な対策を講じております。 

 物流関連や販売関連の業務では、当社登録スタッフが、顧客管理下の個人情報や営業機密に触れる機

会があります。当社では、顧客の営業機密管理及び漏洩防止のため、全ての社員・登録スタッフに対し

て、採用時に守秘義務に関する誓約書を取り付けております。また、特に日常的に個人情報に触れる機

会のある社員・登録スタッフに対しては、個人情報取扱マニュアルにもとづき継続的な教育・研修を行

いその重要性の啓蒙に努めております。 

 以上のような対策を講じても、個人情報の漏洩や不正使用などの事態が生じた場合、当社グループの

イメージの悪化等により、当社グループ事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

 なお、当社では、個人情報の厳格な管理を徹底すべく、平成16年4月より社団法人日本クレジット産

業協会の資格制度である「個人情報取扱主任者」の取得奨励を行っております。また、平成17年12月

(4) 事業等のリスク
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に、財団法人日本情報処理開発協会が認定するプライバシーマークの認証を取得しております。 

④ 業務上災害及び器物破損等の賠償責任について 

 人材派遣業及び業務請負業の受託業務の遂行にあたって発生する労働災害や器物破損などの責任につ

いては、原則として、当社グループが責任を負っております。登録スタッフの労働災害については、業

務従事スタッフはすべて雇用契約を締結して労働者災害補償保険法に基づく労災保険に加入しており、

労働災害発生のリスクに備えております。また、当社グループでは、業務遂行中の器物破損等の賠償責

任リスクに備えて、財物損壊・身体障害・人格権侵害等の対人対物損害を補償する損害保険に加入して

おります。 

 以上の対応にかかわらず、労働契約上の安全配慮義務違反(民法415条ほか)や不法行為責任(民法709

条)、債務不履行や瑕疵担保責任などに基づく損害賠償義務を負う可能性があります。この場合、当社

グループの事業及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 社会保険について 

 当社は、業務実施にあたる登録スタッフを短期間で雇用するため、健康保険法、厚生年金保険法の範

囲内で当社にて定めた運用方針に基づき、原則として、社会保険適用除外者としております。 

 ただし、当社では、これらの関係法令に従い、一定の勤務実績に達した登録スタッフは、社会保険

（健康保険及び厚生年金保険）に加入させる取り扱いを行っております。平成20年11月30日現在の加入

対象者はそのすべてが社会保険に加入しております。 

 当社グループでは関係法令を遵守しておりますが、今後関係法令やその解釈の変更が行われた場合並

びに所轄官庁の判断により指摘を受けた場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 また、今後、関連法令の改正や社会情勢の変化等により、当社の社会保険負担額が増加する可能性が

あり、この場合には当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

⑥事業投資について 

 平成20年11月30日現在、当社グループは連結子会社３社、持分法適用関連会社１社で構成しておりま

す。また、当社グループは、平成20年10月１日にシステム事業を会社分割の方法により事業承継してお

ります。今後当社グループとしては、グループ間の情報共有や既存営業網の共有等を通じてグループ業

績を向上させていく所存です。しかし、必ずしも見込みどおりになるとは限らず、今後の動向によって

は、のれん償却、減損、関係会社株式評価損等により、当社グループの業績に影響を与える可能性があ

ります。 

⑦ 特定業界・事業への依存について 

 当社グループのサービスは、仕事量の時期・季節的変動が著しいため、一時的な人手の不足に陥りや

すい反面、繁忙期に対応できるだけの労働力を常時確保することが困難な企業・業界や、正社員中心の

従来型組織構造では非中核業務とみなされる人材関連業務のニーズに対応したものであります。当社の

登録顧客は、物流・倉庫関連企業、コールセンター運営企業、ノンバンク企業・通信事業者がその大半

を占め、事業特性上短期契約が中心であります。 

 アウトソーシングニーズの高まりにより国内市場規模は年平均9%以上の拡大が見込まれており（株式

会社ミック経済研究所『アウトソーシング総市場の現状と展望2007年度版』）、今後競争激化が予想さ

れますが、当社グループは大きな成長の見込まれる販売やキャンペーン関連の業界と、安定成長の見込

まれる物流関連の業界に特化していく方針であります。しかしながら、顧客の事業活動縮小や事業環境

の変化に当社グループが対応しきれない場合、当社グループ業績が影響を受ける可能性があります。 
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⑧ 特定販売先への依存度が高いことについて 

 当社グループでは現在、特定の販売先への依存度が高くなっております。販売先上位10社の売上占有

率は以下のとおりです。 

 
 当社グループでは、業容の拡大とともに人材・インフラ等の整備を進めており、今後、他の成長業界

への顧客開拓を行い集中傾向を是正していく方針であります。しかしながら、これら主要顧客の戦略の

変化その他の要因により主要顧客との取引高が減少した場合には、当社グループ業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

⑨ 基幹業務システムについて 

 当社では、受注から売上債権管理、スタッフの個人情報からシフト管理・勤怠管理・給与管理、業務

の進捗管理・業績管理のほぼすべてを、自社開発基幹業務システム「S-Pool Boy」にて行っておりま

す。当システムは、専用ネットワークを通じて全国の支店とリアルタイムで結ばれており、設立以来、

当社事業の急速な拡大と業務効率改善に大きな役割を果たしております。当社では、基幹業務システム

の障害に備えるため、バックアップサーバーの設置を行っております。また地震等の災害に備えるた

め、国内最高水準のデータセンターに運営を委託しております。しかしながら、何らかのトラブルによ

り基幹業務システムが停止した場合、当社グループ業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、今後も情報システム投資を積極的に行い、サービス面・コスト面での差別化を図っていく計画

ですが、これらの投資が収益拡大に直結するとは限らず、投資に見合った利益を上げられない場合、投

資資金を回収できない可能性もあります。 

⑩ 会社規模について 

 当社は設立第10期を迎えておりますが、平成20年11月30日現在、正社員114名、契約社員43名、臨時

従業員数41名と小規模な組織となっており、内部管理体制もこのような規模に応じたものになっており

ます。今後の企業規模及び事業の拡大に応じて人員の増強を図るとともに、内部管理体制を強化してい

く予定ではありますが、業務の拡大や社会的要請に対して適切、かつ、十分な人的・組織的対応ができ

なかった場合、事業拡大に影響を与える可能性があります。 

⑪ 業歴及び業界の歴史が浅いことについて 

 当社は平成11年12月に設立されましたが、事業の業歴が短いため期間業績比較を行うために十分な財

務数値を得られない上、当社の過年度の経営成績だけでは、今後当社グループが継続的に売上高を増加

させ、安定的に利益を確保できるかどうかの判断材料としては不十分な面があります。 

 また、当社グループの属する業界の歴史はいずれも比較的浅く事業環境が短期間に変動する可能性が

あり、当社グループが対応しきれない場合、当社グループ業績が影響を受ける可能性があります。 

  

平成18年11月期
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

平成19年11月期
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

平成20年11月期
(自 平成19年12月１日
至 平成20年11月30日)

販売先上位10社の 
売上占有率（％）

42.5 41.8 38.9
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 当社グループは、当社及び子会社３社（㈱エスプール総合研究所、㈱ＧＩＭ、㈱エスプール・マーケティ

ング）、関連会社１社（イーカム・ワークス㈱）により構成されております。当社グループは、企業変革に

必要な経営資源をワンストップで提供する「企業変革支援アウトソーサー」として、物流・営業支援の人材

派遣や業務請負を中心とした戦略的アウトソーシング事業を行う「総合人材アウトソーシング事業」、企業

研修やマネジメントコンサルティングを行う「パフォーマンス・コンサルティング事業」、システムコンサ

ルティング・システム開発受託やシステムエンジニア派遣を行う「システム事業」、市場調査・販促企画業

務を行う「モバイル・マーケティング事業」を展開しております。当社グループでは、顧客にサービスを提

供するにあたり、ビジョナリーアウトソーシングという概念を提唱しております。ビジョナリーアウトソー

シングとは、顧客の戦略目標達成のため当社グループと顧客がビジョンを共有することを重視し、継続的な

パフォーマンス向上を目指すアウトソーシング手法です。当社グループの社員のみならず、パートやアルバ

イト、登録スタッフに至るまで、そのプロジェクトに関わる全ての関係者が、顧客の戦略目標や考え方を理

解するところから、ビジョナリーアウトソーシングは始まります。次に、それぞれのプロジェクトにおい

て、当社グループと顧客企業で十分な議論を行い、両者でビジョンを共有します。最後に、必要なサービス

を取捨選択・最適化して顧客に提供いたします。 

  

子会社及び関連会社は以下のとおりです。 
 

２ 企業集団の状況

住所
資本金
（千円）

主要な事業
議決権の 
所有割合 
（％）

関係内容

（連結子会社）

㈱エスプール総合研究所 東京都中央区 10,000
パフォーマンス・
コンサルティング
事業

100.0
業務委託先
役員の兼任２名 
事務所設備の転貸

㈱ＧＩＭ 東京都品川区 100,000 システム事業 100.0
業務委託先
役員の兼任２名

㈱エスプール・マーケティング 東京都中央区 11,860
モバイル・マーケ
ティング事業

95.2
業務受託先
役員の兼任２名 
事務所設備の転貸

（持分法適用関連会社）

イーカム・ワークス㈱ 北海道札幌市 7,700
総合人材アウトソ

ーシング事業
33.8
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当社グループは、「人を育て、組織を元気にする！」ということをビジネスミッションとして掲げて

おります。コアとなる良い商品、サービス、ブランドもしくはテクノロジーを持っているにも拘わら

ず、リーダーシップ力の欠如、マーケティング力の不足、高コスト体質等のため競争優位を獲得できて

いない企業が多く見られます。当社グループのミッションは、このような企業とリーダーシップ開発を

通してビジョンを共有し、パフォーマンス・コンサルティングによって、その企業の持っている強みを

最大限に引き出すとともに、戦略的アウトソーシングによって弱みを補い、顧客企業に対して確実に競

争優位をもたらし、共に成長していくことであります。 

 また、ビジネスミッション達成のためには、最近のフリーター問題に代表される、若年雇用問題の解

決も見逃せません。当社グループでは、全国400万人のフリーターに責任のある仕事を提供し、その仕

事に対する目標達成感や経験を通じて、自立した社会人を輩出する、という重要な社会的使命があると

考えております。当社グループはこれら若者と顧客企業の「橋渡し役」としての役割を担っていく所存

であります。 

 当社は、このようなビジネスミッションの達成を通じて企業価値を向上させ、株主・投資家を含むす

べての利害関係者に信頼される企業を目指します。 

  

付加価値の増加及び効率的な経営資源の活用により利益率の向上を追求して参ります。当面は、経常

利益率5％以上を目標と致します。 

  

当社グループでは、企業変革支援アウトソーサーとして「人を育て、組織を元気にする！」というミ

ッションのもと、お客様に付加価値の高いアウトソーシングサービスの提供を進めてまいりました。 

主力の総合人材アウトソーシング事業が属する人材派遣業界では、世界的な景気環境の変化の中、派遣

法のいわゆる2009年問題（抵触日問題）に加えて法改正の議論もあり、大きな転換期を迎えておりま

す。外部環境のこのような変化は、当社グループにとって、これまで派遣会社を利用していた企業にお

いて社員・アルバイトの直接雇用が増える、という意味では一部脅威となりますが、派遣業務そのもの

をアウトソーシングするケースが増える、という意味では絶好の機会となっています。 

 このような市場環境の変化に柔軟に対応して今後の機会を最大限に実現する事業基盤の拡充を図り、

長期的に安定した成長を目指すため、当社グループでは、グループ事業方針「Progressive Challenge 

2011」を策定し、平成20年12月1日に発表いたしました。「Progressive Challenge 2011」の基本方針

は以下のとおりです。 

①強みを活かしたアウトソーシングサービスの提供の強化 

 外部環境の変化によるアウトソーシングニーズの高まりという機会を捉え、従来の人材派遣サービス

の提供に加えて、当社のコアコンピタンスであるアウトソーシングサービスの受注を増やします。さら

には、企業の直接雇用の方向性により、直接雇用に必要なプロセスすべてをワンストップでサポートす

る専門性の高いアウトソーシングサービスのニーズが顕在化しており、当社グループでは、このような

事業機会に対しても積極的にサービス提供を図っていきます。 

３ 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略
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②ポートフォリオバランスのとれた事業基盤の拡充 

当社グループでは、総合人材アウトソーシング事業比率が高く、中でも人材派遣サービスへ偏重してお

りました。今後、総合人材アウトソーシング事業では、アウトソーシングサービスを中心としたサービ

スメニューの多様化を図ることで、事業内でのバランスのとれた成長を目指していきます。さらには、

システム事業の展開により、当社グループの事業基盤の拡充を図っていきます。 

  

上記の基本方針遂行のため、当面は以下の２点が対処すべき課題となります。 

①成果報酬型アウトソーシングサービスの推進 

 アウトソーシングニーズの増加については特に、抵触日問題を抱えるロジスティクス業務と短期派遣

が禁止になった場合に影響の大きいと思われるキャンペーン業務において顕著です。前者に対しては、

長期間にわたる一括請負、後者に対しては、全国を対象とした一括請負での受注を進めていきます。両

業務については、数多くの運営実績があり、当社が提唱している成果報酬型のアウトソーシングに最適

な業務となっておりますので、これまでのオペレーションノウハウを活かして、生産性の向上や結果に

拘ったサービスの提供を推進していきます。 

②総合人材アウトソーシング事業の事業基盤の拡充 

 従来の人材派遣サービスに加えて、新たにお客様の人材ニーズに合わせたアウトソーシングサービス

の提供を行うために、サービスメニューの多様化を今後進めていきます。当社の強みを活かしたサービ

スメニューの多様化により、リスク分散の効果が図られるほか、高収益の職業紹介サービスやHRFサー

ビスを強化することで利益率の改善も目指します。 

また、各事業において、今後より一層の高い専門性が求められます。専門性の高いサービスを習得でき

る環境を整備するとともに、それぞれの事業の核となる人材を育成していきます。 

  

該当事項はありません。 

(4) 会社の対処すべき課題

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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４ 連結財務諸表

(1) 連結貸借対照表

前連結会計年度 

（平成19年11月30日）

当連結会計年度 

（平成20年11月30日）
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 708,577 867,113 158,535

 ２ 受取手形及び売掛金 675,042 1,065,566 390,524

 ３ たな卸資産 108 4,035 3,926

 ４ 繰延税金資産 25,756 28,171 2,415

 ５ その他 46,799 63,431 16,632

   貸倒引当金 △6,614 △6,099 514

   流動資産合計 1,449,669 83.0 2,022,218 73.5 572,549

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 29,053 63,219

    減価償却累計額 △9,174 19,879 △13,793 49,426 29,546

  (2) その他 88,330 92,977

    減価償却累計額 △56,043 32,286 △57,275 35,701 3,414

   有形固定資産合計 52,165 3.0 85,127 3.1 32,961

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 37,221 34,434 △2,786

  (2) のれん - 253,330 253,330

  (3) その他 257 1,016 759

   無形固定資産合計 37,478 2.2 288,782 10.5 251,303

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※1 55,053 2,402 △52,651

  (2) 敷金及び保証金 141,581 177,858 36,276

  (3) 繰延税金資産 5,417 167,676 162,258

  (4) その他 17,803 11,815 △5,987

    貸倒引当金 △13,304 △4,414 8,889

   投資その他の資産合計 206,551 11.8 355,338 12.9 148,786

   固定資産合計 296,195 17.0 729,247 26.5 433,051

   資産合計 1,745,865 100.0 2,751,466 100.0 1,005,600
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前連結会計年度 

（平成19年11月30日）

当連結会計年度 

（平成20年11月30日）
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 15,040 124,039 108,998

 ２ 短期借入金 40,000 500,000 460,000

３ １年内返済予定長期借入 

金
- 80,000 80,000

 ４ 未払法人税等 60,527 13,148 △47,379

 ５ 未払消費税等 82,087 63,197 △18,889

 ６ 未払費用 233,260 266,733 33,473

 ７ 賞与引当金 12,367 6,717 △5,649

 ８ 役員賞与引当金 - 6,300 6,300

 ９ その他 85,877 145,882 60,004

   流動負債合計 529,160 30.3 1,206,019 43.9 676,858

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 - 320,000 320,000

   固定負債合計 - 320,000 11.6 320,000

   負債合計 529,160 30.3 1,526,019 55.5 996,858

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 584,730 584,730 -

 ２ 資本剰余金 465,671 465,671 -

 ３ 利益剰余金 163,735 173,100 9,365

   株主資本合計 1,214,136 69.5 1,223,501 44.4 9,365

Ⅱ 少数株主持分 2,568 0.2 1,945 0.1 △622

   純資産合計 1,216,705 69.7 1,225,447 44.5 8,742

   負債純資産合計 1,745,865 100.0 2,751,466 100.0 1,005,600
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(2) 連結損益計算書

前連結会計年度 

自 平成18年12月 1日 

至 平成19年11月30日

当連結会計年度 

自 平成19年12月 1日 

至 平成20年11月30日

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

Ⅰ 売上高 6,028,870 100.0 6,735,574 100.0 706,703

Ⅱ 売上原価 4,362,779 72.4 4,867,805 72.3 505,026

   売上総利益 1,666,091 27.6 1,867,769 27.7 201,677

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 1,541,045 25.5 1,755,966 26.0 214,920

   営業利益 125,046 2.1 111,802 1.7 △13,243

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,021 1,086

 ２ 持分法による投資利益 14,646 10,383

 ３ 違約金収入 - 4,010

 ４ その他 333 16,002 0.3 768 16,248 0.2 246

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 1,220 3,872

 ２ コミットメント・フィー 901 701

 ３ 株式交付費 49 -

  ４ 支払手数料 190 7,500

 ５ その他 67 2,429 0.1 138 12,212 0.2 9,782

   経常利益 138,618 2.3 115,838 1.7 △22,780

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 - 8,723

 ２ 関係会社株式売却益 - - 5,884 14,607 0.2 14,607

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※2 1,957 7,229

 ２ 金利スワップ解約損 - 1,957 0.0 4,144 11,374 0.1 9,416

   税金等調整前 

   当期純利益
136,661 2.3 119,071 1.8 △17,589

   法人税、住民税 

   及び事業税
93,244 50,024

   法人税等調整額 △9,246 83,998 1.4 16,387 66,411 1.0 △17,586

   少数株主損失（△） △16 0.0 △622 0.0 △606

   当期純利益 52,679 0.9 53,282 0.8 603
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前連結会計年度(自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日) 

  

 
  

 
  

(3) 連結株主資本等変動計算書

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年11月30日残高(千円) 584,730 465,671 257,849 - 1,308,251

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 - - △29,477 - △29,477

 当期純利益 - - 52,679 - 52,679

 自己株式の取得 - - - △127,200 △127,200

 自己株式の消却 - - △102,184 102,184 -

 自己株式の処分 - - △15,132 25,016 9,883

 株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額 
 (純額)

- - - - -

連結会計年度中の変動額合計(千円) - - △94,114 - △94,114

平成19年11月30日残高(千円) 584,730 465,671 163,735 - 1,214,136

  
  
  
 

新株
予約権

少数株主
持分

純資産
合計

平成18年11月30日残高(千円) 50 2,585 1,310,886

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 - - △29,477

 当期純利益 - - 52,679

 自己株式の取得 - - △127,200

 自己株式の消却 - - -

 自己株式の処分 - - 9,883

 株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額 
 (純額)

△50 △16 △66

連結会計年度中の変動額合計(千円) △50 △16 △94,181

平成19年11月30日残高(千円) - 2,568 1,216,705
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当連結会計年度(自 平成19年12月1日 至 平成20年11月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本
少数株主持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年11月30日残高(千円) 584,730 465,671 163,735 1,214,136 2,568

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 - - △43,917 △43,917 -

 当期純利益 - - 53,282 53,282 -

 株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額 
 (純額)

- - - - △622

連結会計年度中の変動額合計(千円) - - 9,365 9,365 △622

平成20年11月30日残高(千円) 584,730 465,671 173,100 1,223,501 1,945

  
  
 

純資産
合計

平成19年11月30日残高(千円) 1,216,705

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △43,917

 当期純利益 53,282

 株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額 
 (純額)

△622

連結会計年度中の変動額合計(千円) 8,742

平成20年11月30日残高(千円) 1,225,447
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度 

自 平成18年12月 1日 

至 平成19年11月30日

当連結会計年度 

自 平成19年12月 1日 

至 平成20年11月30日

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 136,661 119,071 △17,589

   減価償却費 35,863 41,323 5,459

   のれん償却費 - 8,735 8,735

   貸倒引当金の増減額 15,043 △9,404 △24,447

   賞与引当金の増減額 6,424 △5,649 △12,074

   役員賞与引当金の増加額 - 6,300 6,300

   受取利息 △1,021 △1,086 △65

   支払利息 1,220 3,872 2,651

   持分法による投資利益 △14,646 △10,383 4,263

   固定資産除却損 1,957 7,229 5,271

   売上債権の増加額 △88,812 △140,901 △52,088

   たな卸資産の減少額 480 16,008 15,528

   仕入債務の増加額 9,689 25,188 15,499

   未払費用の増加額 24,931 23,189 △1,742

   その他 25,558 34,434 8,876

    小計 153,350 117,928 △35,422

   利息及び配当金の受取額 1,021 26,410 25,389

   利息の支払額 △1,194 △2,894 △1,700

   法人税等の支払額 △88,977 △108,773 △19,795

   営業活動によるキャッシュ・フロー 64,200 32,671 △31,528

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △28,661 △39,171 △10,509

   無形固定資産の取得による支出 △1,341 △4,593 △3,252

   関係会社株式の取得による支出 - △5,200 △5,200

   関係会社株式の売却による収入 - 49,000 49,000

   敷金保証金の差入による支出 △58,414 △26,054 32,360

   敷金保証金の返還による収入 20,153 30,608 10,455

   吸収分割による事業承継に伴う支出 - △68,961 △68,961

   投資活動によるキャッシュ・フロー △68,264 △64,372 3,891

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の増減 △20,000 - 20,000

   長期借入金の新規借入 - 400,000 400,000

   長期借入金の返済 - △166,664 △166,664

   配当金の支払 △29,477 △43,099 △13,621

   自己株式の取得による支出 △127,200 - 127,200

   自己株式の処分による収入 9,833 - △9,833

   財務活動によるキャッシュ・フロー △166,844 190,236 357,081

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △170,908 158,535 329,444

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 879,485 708,577 △170,908

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 708,577 867,113 158,535
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(5) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

当連結会計年度 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数       ３社

すべての子会社を連結しておりま

す。 

連結子会社の名称 

 ㈱エスプール・マーケティング 

 ㈱パスカル 

 ㈱エスプール総合研究所

連結子会社の数       ３社

すべての子会社を連結しておりま

す。 

連結子会社の名称 

 ㈱エスプール・マーケティング 

 ㈱ＧＩＭ（旧㈱パスカル） 

 ㈱エスプール総合研究所

２ 持分法の適用に関する事

項

持分法を適用した関連会社数 １社 

すべての関連会社に持分法を適用し

ております。 

関連会社の名称 

 ㈱ケータイソリューション

持分法を適用した関連会社数 １社 

すべての関連会社に持分法を適用し

ております。 

関連会社の名称 

 イーカム・ワークス㈱ 

 なお、㈱ケータイソリューション

は当連結会計年度に保有全株式を売

却したため、持分法適用関連会社で

なくなりました。また、イーカム・

ワークス㈱は、当連結会計年度に当

該会社の株式を取得したことに伴

い、持分法を適用しております。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日と連結決算日は

一致しております。 

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

たな卸資産

仕掛品

個別法による原価法によっ

ております。

 

  

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。

 建物  10年～15年

 その他 ３年～10年

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

②無形固定資産

ソフトウェア

社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によ

っております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

たな卸資産

仕掛品

同左 

 

商品

総平均法による原価法によ

っております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。

建物  10年～15年

その他 ３年～10年

（追加情報） 

 当連結会計年度から、平成

19年度の法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に

取得したものについては、償

却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償

却する方法によっておりま

す。なお、この変更による損

益に与える影響は軽微であり

ます。

②無形固定資産

ソフトウェア

同左 
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項目
前連結会計年度

自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

当連結会計年度 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

(3) 重要な繰延資産の処理方法

 株式交付費 

支出時に全額費用処理してお

ります。

－

 

  

 

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左 

  

  

  

  

  

 

②賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のう

ち、当連結会計年度の負担額

を計上しております。

②賞与引当金

同左   

  

 

 

③役員賞与引当金

一部の連結子会社は、役員に

対して支給する賞与の支出に

充てるため、将来支給見込額

のうち当連結会計年度の負担

額を計上しております。 

（追加情報） 

 当連結会計年度から一部の

子会社が役員賞与を支給する

ことになり、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号）に従

い、役員賞与引当金を計上し

ております。これにより、営

業利益、経常利益、税金等調

整前当期純利益及び当期純利

益が、6,300千円それぞれ減少

しております。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、注記事項（セグ

メント情報）に記載しており

ます。

－ 

  

 

  

 

  

 

(5) 重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。
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項目
前連結会計年度

自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

当連結会計年度 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

 －

 

  

 

  

 

 

  

 

 

  

 

  

 

 

 

  

 

 

－

  

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用し

ております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ取

引、ヘッジ対象：借入利息

③ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ契

約取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約毎に行

っております。

④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため有効性

の判定を省略しております。

(7) 完成工事高の計上基準

 システム開発受託契約のう

ち、当連結会計年度末までの進

捗部分について成果の確実性が

認められる工事契約については

工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）を、その

他の工事契約については工事完

成基準を適用しております。

（追加情報） 

 連結子会社である㈱ＧＩＭ

が、当連結会計年度に㈱ジーア

イエムから会社分割の方法によ

り事業承継したシステム事業の

うち、システム開発受託契約に

係る収益の計上基準について

は、「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号 平

成19年12月27日）及び「工事契

約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第

18号 平成19年12月27日）を早

期適用し、当連結会計年度末ま

での進捗部分について成果の確

実性が認められる工事契約につ

き工事進行基準を適用しており

ます。この結果、早期適用しな

かった場合に比べ、売上高が

8,219千円、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益が

4,240千円、それぞれ増加してお

ります。なお、この早期適用に

よるセグメント情報に与える影

響は、注記事項（セグメント情

報）に記載しております。
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項目
前連結会計年度

自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

当連結会計年度 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

(8) その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっており

ます。

(8) その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

消費税等の会計処理

同左 

  

 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっており

ます。

同左

６ のれんの償却に関する事

項

－ のれんは、５年間で均等償却してお

ります。

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から3ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からな

っております。

同左

 

 

(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(会計処理の変更)

前連結会計年度 
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

当連結会計年度 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 当連結会計年度より、平成19年度の法人税法の改正に

伴い、平成19年４月1日以降に取得した減価償却資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく方法に変更してお

ります。なお、この変更による損益に与える影響は軽微

であります。

－ 
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(7) 連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
平成19年11月30日現在

当連結会計年度 
平成20年11月30日現在

※1.関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 55,053千円

※1.関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 2,196千円

 2.コミットメントライン契約

当社は、機動的な資金調達を行うために取引金融機

関３行との間で、コミットメントライン契約を締結

しております。この契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 300,000千円

借入実行残高 40,000千円

借入未実行残高 260,000千円

 2.コミットメントライン契約

当社は、機動的な資金調達を行うために取引金融機

関２行との間で、コミットメントライン契約を締結

しております。この契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 200,000千円

借入実行残高 100,000千円

借入未実行残高 100,000千円

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度 
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

当連結会計年度 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

 

※1.販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 92,558千円

給与手当 364,756千円

賞与 56,418千円

賞与引当金繰入 10,445千円

雑給 167,082千円

法定福利費 68,568千円

地代家賃 176,290千円

減価償却費 35,863千円

募集費 121,489千円

貸倒引当金繰入 18,431千円

※1.販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 103,604千円

給与手当 433,480千円

賞与 67,413千円

賞与引当金繰入 5,022千円

役員賞与引当金繰入 6,300千円

雑給 164,105千円

法定福利費 90,243千円

地代家賃 199,006千円

減価償却費 40,348千円

その他償却費 9,044千円

募集費 123,154千円

 

※2.固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 1,267千円

工具器具及び備品 689千円

合計 1,957千円
 

※2.固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 2,823千円

工具器具及び備品 4,405千円

合計 7,229千円
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前連結会計年度(自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
（注）普通株式の減少964株は、自己株式の消却によるものであります。 

  

２ 自己株式に関する事項 

 
（注）当連結会計年度の増加1,200株は取締役会決議に基づく取得によるものであります。また、当連結会計年度の減

少1,200株のうち、964株は自己株式の消却によるもの、236株は新株引受権の行使によるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
（注）当連結会計年度の減少236株は、新株引受権の行使によるものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

   
 (２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株)（注） 26,798 ― 964 25,834

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株)（注） ― 1,200 1,200 ―

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社
第４回無担保新株引
受権付社債

普通株式 236 ― 236 ― ―

合計 236 ― 236 ― ―

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成19年２月27日 
定時株主総会

普通株式 29,477 1,100 平成18年11月30日 平成19年２月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年２月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 28,417 1,100 平成19年11月30日 平成20年２月28日
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当連結会計年度(自 平成19年12月1日 至 平成20年11月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

   
 (２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
  

  

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 25,834 ― ― 25,834

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成20年２月27日 
定時株主総会

普通株式 28,417 1,100 平成19年11月30日 平成20年２月28日

平成20年７月10日 
取締役会

普通株式 15,500 600 平成20年５月31日 平成20年８月11日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年２月20日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 28,417 1,100 平成20年11月30日 平成21年２月23日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度 
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

当連結会計年度 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成19年11月30日現在)

現金及び預金 708,577 千円

現金及び現金同等物 708,577 千円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成20年11月30日現在)

現金及び預金 867,113 千円

現金及び現金同等物 867,113 千円
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前連結会計年度(自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日) 

 
(注) 1. 事業の区分は、役務の種類・性質を考慮して区分しております。 

2. 各区分の主な業務 

(1)総合人材アウトソーシング事業・・・・・・人材派遣、業務請負 

(2)モバイル・マーケティング事業・・・・・・市場調査、販促企画 

(3)その他事業・・・・・・コンサルティング、教育研修 

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用338,684千円の主なものは、当社の管理部

門に係る費用であります。 

4. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は627,210千円であり、その主なものは当社での

余資運用資金（現金及び預金）及び当社の管理部門に係る資産等であります。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

総合人材アウ
トソーシング

事業 
(千円)

モバイル・マ
ーケティング

事業 
(千円)

その他事業 
  

(千円)

計 
  

(千円)

消去 
又は全社 

  
(千円)

連結 
  

(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

5,596,211 165,071 267,587 6,028,870 ― 6,028,870

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

13,799 100 2,785 16,684 (16,684) ―

計 5,610,010 165,171 270,372 6,045,555 (16,684) 6,028,870

  営業費用 5,150,632 160,232 271,344 5,582,208 321,615 5,903,824

  営業利益 
  又は営業損失（△）

459,378 4,939 △971 463,346 (338,300) 125,046

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 851,782 133,091 133,779 1,118,654 627,210 1,745,865

  減価償却費 26,916 1,098 3,992 32,007 3,855 35,863

  資本的支出 11,626 6 17,036 28,669 1,333 30,002
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当連結会計年度(自 平成19年12月1日 至 平成20年11月30日) 

 
(注) 1. 事業の区分は、役務の種類・性質を考慮して区分しております。 

2. 各区分の主な業務 

(1)総合人材アウトソーシング事業・・・・・・人材派遣、業務請負 

(2)パフォーマンス・コンサルティング事業・・・・・・コンサルティング、教育研修 

(3)システム事業・・・・・・システムコンサルティング、システム開発受託 

(4)モバイル・マーケティング事業・・・・・・市場調査、販促企画 

なお、当連結会計年度に、当社子会社である㈱ＧＩＭが㈱ジーアイエムより、同社が展開するシステムコン

サルティング・システム開発受託事業及びシステムエンジニア派遣事業を会社分割の方法により事業承継

し、平成20年10月から新たにシステム事業を開始したため、同事業区分を新たに追加しております。 

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用409,996千円の主なものは、当社の管理部

門に係る費用であります。 

4. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は699,061千円であり、その主なものは当社での

余資運用資金（現金及び預金）及び当社の管理部門に係る資産等であります。 

5. 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の完成工事高の計上基準（追加情報）に記載のとお

り、連結子会社である㈱ＧＩＭが、当連結会計年度に㈱ジーアイエムから会社分割の方法により事業承継し

たシステム事業のうち、システム開発受託契約に係る収益の計上基準については、「工事契約に関する会計

基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を早期適用し、当連結会計年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事契約につき工事進行基準を適用ております。この結果、早期適用しなかった場合

に比べ、「システム事業」の売上高が8,219千円、営業利益が4,240千円、それぞれ増加しております。 

6. 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の役員賞与引当金（追加情報）に記載のとおり、当連

結会計年度から一部の子会社が役員賞与を支給することになり、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）に従い、役員賞与引当金を計上しております。これ

により、「システム事業」の営業利益が6,300千円減少しております。 

7. 事業区分の変更 

従来、パフォーマンス・コンサルティング事業は、その他事業に含めておりましたが、当事業区分の売上及

び営業利益割合が増加しており今後もこの傾向が予想されるため、当連結会計年度より区分表示することと

いたしました。また、この区分表示に併せてその他事業のその他の事業についても見直しを行い、業務の類

似性から総合人材アウトソーシング事業に含めて表示することといたしました。なお、当連結会計年度と同

じ事業区分によった場合の前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は以下のとおりとなります。 

総合人材ア
ウトソーシ
ング事業 
(千円)

パフォーマ
ンス・コン
サルティン
グ事業 
(千円)

システム
事業 

（千円）

モバイル・
マーケティ
ング事業 
(千円)

計 
  

(千円)

消去 
又は全社 

  
(千円)

連結 
  

(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

5,901,818 288,521 428,091 117,143 6,735,574 - 6,735,574

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

3,421 3,500 1,500 180 8,601 (8,601) -

計 5,905,239 292,021 429,591 117,323 6,744,176 (8,601) 6,735,574

  営業費用 5,443,288 252,298 400,181 126,608 6,222,376 401,395 6,623,771

  営業利益 
  又は営業損失（△）

461,951 39,723 29,409 △9,285 521,799 (409,996) 111,802

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 875,298 125,360 998,758 52,988 2,052,405 699,061 2,751,466

  減価償却費 28,792 3,955 1,694 732 35,174 6,149 41,323

  資本的支出 19,978 83 - 704 20,765 22,999 43,765
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前連結会計年度(自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日) 

 
   

前連結会計年度(自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成19年12月1日 至 平成20年11月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度(自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成19年12月1日 至 平成20年11月30日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

総合人材アウ 
トソーシング 

事業 
(千円)

パフォーマン
ス・コンサル
ティング事業

(千円)

モバイル・マ
ーケティング

事業 
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

5,673,830 189,969 165,071 6,028,870 ― 6,028,870

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

13,799 2,785 100 16,684 (16,684) ―

計 5,687,629 192,754 165,171 6,045,555 (16,684) 6,028,870

  営業費用 5,205,994 215,981 160,232 5,582,208 321,615 5,903,824

  営業利益 
  又は営業損失（△）

481,634 △23,227 4,939 463,346 (338,300) 125,046

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 873,935 111,627 133,091 1,118,654 627,210 1,745,865

  減価償却費 27,240 3,669 1,098 32,007 3,855 35,863

  資本的支出 11,626 17,036 6 28,669 1,333 30,002

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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(リース取引関係)

前連結会計年度 
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

当連結会計年度 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 

 内容の重要性が乏しく、契約１件あたりの金額が少

額なリース取引のため、注記を省略しております。

 

 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具器具及び備品 9,230 3,999 5,230

2.未経過リース料期末残高相当額

1 年 内 1,852千円

1 年 超 3,508千円

 合 計 5,360千円

3.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 326千円

減価償却費相当額 307千円

支払利息相当額 21千円

4.減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

5.利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(関連当事者との取引)

前連結会計年度(自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日)

    該当事項はありません。

当連結会計年度(自 平成19年12月1日 至 平成20年11月30日)

    該当事項はありません。
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前連結会計年度(自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日) 

  

当連結会計年度(自 平成19年12月1日 至 平成20年11月30日) 

  
  

(税効果会計関係)

前連結会計年度 
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

当連結会計年度 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

 

 

 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

 未払事業税 4,870千円

 未払事業所税 2,454千円

 賞与引当金及び未払賞与 18,208千円

 未払費用 1,877千円

 貸倒引当金 6,578千円

 繰越欠損金 10,609千円

  繰延税金資産小計 44,600千円

  評価性引当額 △13,426千円

  繰延税金資産の純額 31,173千円

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の金額

に含まれております。

流動資産  繰延税金資産 25,756千円

固定資産  繰延税金資産 5,417千円

   

 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 

 交際費等永久に損金に

 算入されない項目 3.4％

 持分法投資利益 △4.4％

 住民税均等割額 12.2％

 評価性引当額の増減 9.8％

 その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 61.5％

 

 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

 未払事業税 847千円

 未払事業所税 2,544千円

 賞与引当金及び未払賞与 19,646千円

 未払費用 4,894千円

 貸倒引当金 2,292千円

 のれん 144,849千円

 繰越欠損金 26,230千円

  繰延税金資産小計 201,306千円

  評価性引当額 △5,457千円

  繰延税金資産の純額 195,848千円

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の金額

に含まれております。

流動資産  繰延税金資産 28,171千円

固定資産  繰延税金資産 167,676千円

  

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 

 交際費等永久に損金に

 算入されない項目 6.1％

 持分法投資利益 △3.6％

 関係会社株式売却益 2.2％

 のれん償却 3.0％

 住民税均等割額 14.8％

 評価性引当額の増減 △6.6％

 その他 △0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 55.8％

(有価証券関係)

該当事項はありません。

該当事項はありません。
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１ 取引の状況に関する事項 

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

 
  

   

前連結会計年度(自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成19年12月1日 至 平成20年11月30日) 

該当事項はありません。 

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度 
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

当連結会計年度 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりません

ので該当事項はありません。

(1)取引の内容及び利用目的等 

 変動金利の長期借入金を固定金利の資金調達に換

えるため、金利スワップ取引を行っております。な

お、当該金利スワップ取引については、特例処理の

要件を満たしておりますので、ヘッジ会計の特例処

理を採用しております。

①ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ取引 

ヘッジ対象・・・借入利息

②ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利

スワップ契約取引を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っております。

③ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満たしている

ため有効性の判定を省略しております。

(2)取引に対する取組方針 

 現在、変動金利を固定金利に変換する目的で金利

スワップ取引を利用しております。この目的以外の

デリバティブ取引は行わない方針です。

(3)取引に係るリスクの内容 

 市場金利の変動によるリスクを有しております。

なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い

国内の銀行であるため、相手先の債務不履行による

いわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断してお

ります。

(4)取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引は、取締役会の承認のあったも

ののみ経理部で実行しております。また、管理本部

担当役員が毎月銀行作成の取引報告を閲覧しており

ます。

前連結会計年度 
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

当連結会計年度 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりません

ので該当事項はありません。

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ

会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。

(退職給付関係)
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前連結会計年度(自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日) 

該当事項はありません。 

   

当連結会計年度(自 平成19年12月1日 至 平成20年11月30日) 

該当事項はありません。 

   

前連結会計年度(自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成19年12月1日 至 平成20年11月30日) 

（パーチェス法適用） 

１ 被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、

結合後企業の名称及び取得した議決権比率 

(1) 被取得企業の名称及び事業内容 

株式会社ジーアイエム システムコンサルティング・システム開発受託事業及びシステムエンジニア派遣事業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

本吸収分割の目的は、システムエンジニア派遣とシステムコンサルティング・システム開発受託のサービスを当

社グループ内で総合的に提供する体制の構築及び当社が行う組込み系エンジニア派遣との相乗効果への期待であ

ります。 

(3) 企業結合日 

平成20年10月１日 

(4) 企業結合の法的形式 

吸収分割 

(5) 結合後企業の名称 

株式会社ＧＩＭ（旧株式会社パスカル） 

(6) 取得した議決権比率 

金銭交付のみによる吸収分割のため、該当事項はありません。 

  

２ 連結財務諸表に含まれている被取得事業の業績の期間 

平成20年10月１日から平成20年11月30日まで 

  

３ 被取得事業の取得原価及びその内訳 

 
  

４ 発生したのれんの金額、発生要因、償却の方法及び償却期間 

(1) のれんの金額   262,065千円 

(2) 発生要因 

株式会社ＧＩＭの今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力の合理的な見積もりにより発生したもの

であります。 

(3) 償却の方法及び償却期間 

５年間で均等償却 

  

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)

取得の対価

 金銭 68,961千円

  取得原価合計 68,961千円
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５ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 資産の額 

 
(2) 負債の額 

 
  

６ 企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結以降の会計処理 

該当事項はありません。 

   

７ 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に

及ぼす影響の概算額 

 
  

（概算額の算定方法及び重要な前提条件） 

 概算額は、企業結合が当連結会計年度期首に完了したと仮定して算定された、当連結会計年度期首から企業結

合日前日までの取得事業の売上高、営業利益、経常利益であります。また、企業結合時に認識されたのれんが当

期首に発生したものとし、償却額を算定しております。なお、当該影響額については、監査証明を受けておりま

せん。 

流動資産 275,639千円

固定資産 78,254千円

  合計 353,893千円

流動負債 561,395千円

固定負債 166,664千円

  合計 728,059千円

売上高及び損益情報

売上高 1,939,233千円

営業損失 2,118千円

経常損失 13,460千円
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

   
２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
   

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

当連結会計年度 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

１株当たり純資産額 46,997円62銭 47,360円13銭

１株当たり当期純利益 2,013円71銭 2,062円51銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

－円－銭 －円－銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在していないため記載しておりま

せん。

同左

前連結会計年度
平成19年11月30日現在

当連結会計年度 
平成20年11月30日現在

連結貸借対照表の純資産の部の
合計額（千円）

1,216,705 1,225,447

普通株式に係る純資産額（千
円）

1,214,136 1,223,501

差額の主な内訳（千円）
 少数株主持分 2,568 1,945

普通株式の発行済株式数（株） 25,834 25,834

普通株式の自己株式数（株） － －

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数（株）

25,834 25,834

前連結会計年度
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

当連結会計年度 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

当期純利益(千円) 52,679 53,282

普通株主に帰属しない金額(千
円)

－ －

普通株式に係る当期純利益(千
円)

52,679 53,282

普通株式の期中平均株式数(株) 26,161 25,834

当期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) － －

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要

－ －

(重要な後発事象)

前連結会計年度 
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

当連結会計年度 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

－ －
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５ 個別財務諸表

(1) 貸借対照表

第８期 

平成19年11月30日現在

第９期 

平成20年11月30日現在
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 600,063 634,099 34,036

 ２ 売掛金 636,381 682,897 46,515

 ３ 前払費用 42,708 38,906 △3,802

 ４ 繰延税金資産 25,756 23,256 △2,500

 ５ 関係会社短期貸付金 39,000 230,000 191,000

６ １年内回収予定関係会社

長期貸付金
- 80,000 80,000

 ７ 立替金 15,111 - △15,111

 ８ その他 686 24,484 23,797

   貸倒引当金 △6,378 △3,409 2,969

   流動資産合計 1,353,329 81.3 1,710,233 69.2 356,904

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 19,243 34,129

    減価償却累計額 △7,738 11,505 △9,963 24,165 12,660

  (2) 工具器具及び備品 79,637 80,328

    減価償却累計額 △53,687 25,950 △52,908 27,419 1,469

   有形固定資産合計 37,455 2.2 51,585 2.1 14,130

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 37,221 24,101 △13,119

  (2) その他 257 257 -

   無形固定資産合計 37,478 2.3 24,358 1.0 △13,119

 ３ 投資その他の資産

  (1) 関係会社株式 85,214 217,664 132,450

  (2) 関係会社長期貸付金 - 320,000 320,000

  (3) 敷金及び保証金 141,581 136,735 △4,846

  (4) 繰延税金資産 5,417 1,796 △3,621

  (5) 破産更生債権等 14,821 6,728 △8,092

  (6) その他 2,981 5,086 2,104

      貸倒引当金 △13,304 △4,414 8,889

   投資その他の資産合計 236,712 14.2 683,596 27.7 446,884

   固定資産合計 311,646 18.7 759,540 30.8 447,894

   資産合計 1,664,975 100.0 2,469,774 100.0 804,798
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第８期 

平成19年11月30日現在

第９期 

平成20年11月30日現在
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 8,354 13,180 4,825

 ２ 短期借入金 40,000 500,000 460,000

３ １年内返済予定長期借入

金
- 80,000 80,000

 ４ 未払金 40,726 70,156 29,430

 ５ 未払費用 219,835 223,983 4,147

 ６ 未払法人税等 60,495 8,156 △52,339

 ７ 未払消費税等 80,171 44,305 △35,866

 ８ 預り金 34,397 30,971 △3,425

 ９ 賞与引当金 11,858 5,819 △6,038

 10 その他 6,410 7,060 650

   流動負債合計 502,248 30.2 983,633 39.8 481,384

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 - 320,000 320,000

   固定負債合計 - - 320,000 13.0 320,000

   負債合計 502,248 30.2 1,303,633 52.8 801,384

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 584,730 35.1 584,730 23.7 -

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 465,671 465,671 -

   資本剰余金合計 465,671 28.0 465,671 18.8 -

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 112,325 115,739 3,414

   利益剰余金合計 112,325 6.7 115,739 4.7 3,414

   株主資本合計 1,162,726 69.8 1,166,140 47.2 3,414

   純資産合計 1,162,726 69.8 1,166,140 47.2 3,414

   負債純資産合計 1,664,975 100.0 2,469,774 100.0 804,798
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(2) 損益計算書

第８期 

自 平成18年12月 1日 

至 平成19年11月30日

第９期 

自 平成19年12月 1日 

至 平成20年11月30日

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

Ⅰ 売上高 5,701,897 100.0 5,921,801 100.0 219,903

Ⅱ 売上原価 4,198,868 73.6 4,396,371 74.2 197,503

   売上総利益 1,503,029 26.4 1,525,429 25.8 22,399

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 46,800 51,600

 ２ 給与手当 538,032 571,615

 ３ 賞与引当金繰入 10,445 5,022

 ４ 法定福利費 58,316 73,417

 ５ 地代家賃 141,727 154,125

 ６ 減価償却費 32,461 35,894

 ７ 募集費 121,489 123,154

 ８ 貸倒引当金繰入 18,407 -

 ９ その他 382,047 1,349,728 23.7 446,606 1,461,436 24.7 111,707

   営業利益 153,300 2.7 63,993 1.1 △89,307

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※2 1,401 2,770

 ２ 受取配当金 ※2 - 25,324

 ３ 受取手数料 194 1,596 0.0 700 28,794 0.5 27,198

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 1,220 2,798

 ２ コミットメント・フィー 901 701

 ３ 株式交付費 49 -

 ４ 支払手数料 190 7,500

 ５ その他 67 2,429 0.1 43 11,043 0.2 8,613

   経常利益 152,467 2.6 81,743 1.4 △70,723

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 - 11,177

 ２ 関係会社株式売却益 - - 12,250 23,427 0.4 23,427

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※1 1,957 1,957 0.0 6,860 6,860 0.1 4,902

   税引前当期純利益 150,509 2.6 98,311 1.7 △52,198

   法人税、住民税 

   及び事業税
92,496 44,857

   法人税等調整額 △10,680 81,816 1.4 6,121 50,979 0.9 △30,837

   当期純利益 68,693 1.2 47,332 0.8 △21,360
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第８期(自 平成18年12月 1日 至 平成19年11月30日) 

  

 
  

 
  

第９期(自 平成19年12月 1日 至 平成20年11月30日) 

  

(3) 株主資本等変動計算書

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金 

合計

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益 

剰余金

平成18年11月30日残高(千円) 584,730 465,671 465,671 190,426 190,426 - 1,240,827

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 - - - △29,477 △29,477 - △29,477

 当期純利益 - - - 68,693 68,693 - 68,693

 自己株式の取得 - - - - - △127,200 △127,200

 自己株式の消却 - - - △102,184 △102,184 102,184 -

 自己株式の処分 - - - △15,132 △15,132 25,016 9,883

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額(純額)
- - - - - - -

事業年度中の変動額合計(千円) - - - △78,101 △78,101 - △78,101

平成19年11月30日残高(千円) 584,730 465,671 465,671 112,325 112,325 - 1,162,726

新株予約権 純資産合計

平成18年11月30日残高(千円) 50 1,240,877

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 - △29,477

 当期純利益 - 68,693

 自己株式の取得 - △127,200

 自己株式の消却 - -

 自己株式の処分 - 9,883

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額(純額)
△50 △50

事業年度中の変動額合計(千円) △50 △78,151

平成19年11月30日残高(千円) - 1,162,726

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金 

合計

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益 

剰余金

平成19年11月30日残高(千円) 584,730 465,671 465,671 112,325 112,325 1,162,726 1,162,726

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 - - - △43,917 △43,917 △43,917 △43,917

 当期純利益 - - - 47,332 47,332 47,332 47,332

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額(純額)
- - - - - - -

事業年度中の変動額合計(千円) - - - 3,414 3,414 3,414 3,414

平成20年11月30日残高(千円) 584,730 465,671 465,671 115,739 115,739 1,166,140 1,166,140
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(4) 重要な会計方針

項目
第８期

自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

第９期 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によってお

ります。

子会社株式及び関連会社株式

同左

２ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。

建物  10年～15年

その他 ３年～10年

  

  

 

  

 

  

 

  

 

(2) 無形固定資産

ソフトウェア

社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっております。

(1) 有形固定資産

定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。

建物  10年～15年

その他 ３年～10年

（追加情報） 

 当事業年度から、平成19年度の法

人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する

方法によっております。なお、この

変更による損益に与える影響は軽微

であります。

(2) 無形固定資産

ソフトウェア

同左

３ 繰延資産の処理方法 株式交付費

支出時に全額費用処理しておりま

す。

－

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち、当期の負担

額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

  

  

 

 

(2) 賞与引当金

同左

５ ヘッジ会計の方法 － (1) ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段・・・金利スワップ取引 
  ヘッジ対象・・・借入利息
(3) ヘッジ方針 
 借入金の金利変動リスクを回避する
目的で金利スワップ契約取引を行って
おり、ヘッジ対象の識別は個別契約毎
に行っております。
(4) ヘッジ有効性評価の方法 
 金利スワップの特例処理の要件を満
たしているため有効性の判定を省略し
ております。

６ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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(5) 重要な会計方針の変更

(会計処理の変更)

第８期 
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

第９期
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 当事業年度より、平成19年度の法人税法の改正に伴

い、平成19年４月1日以降に取得した減価償却資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しており

ます。なお、この変更による損益に与える影響は軽微で

あります。

－

(表示方法の変更)

第８期 
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

第９期
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

－ 

  

 

（貸借対照表） 

立替金 

 前事業年度において独立掲記しておりました「立替

金」（当事業年度11,194千円）は、金額が僅少となった

ため、当事業年度においては流動資産の「その他」に含

めて表示しております。
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第８期 (自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日現在) 

自己株式に関する事項 

 
（注）当事業年度の増加1,200株は取締役会決議に基づく取得によるものであります。また、当事業年度の減少1,200

株のうち、964株は自己株式の消却によるもの、236株は新株引受権の行使によるものであります。 

  

第９期 (自 平成19年12月１日 至 平成20年11月30日現在) 

自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

   

(6) 個別財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

第８期 
平成19年11月30日現在

第９期
平成20年11月30日現在

 

1. コミットメントライン契約

機動的な資金調達を行うために取引金融機関３行と

の間で、コミットメントライン契約を締結しており

ます。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 300,000千円

借入実行残高 40,000千円

借入未実行残高 260,000千円
 

1. コミットメントライン契約

機動的な資金調達を行うために取引金融機関２行と

の間で、コミットメントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 200,000千円

借入実行残高 100,000千円

借入未実行残高 100,000千円

(損益計算書関係)

第８期 
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

第９期
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

 

※1.固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 1,267千円

工具器具及び備品 689千円

合計 1,957千円
 

※1.固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 2,823千円

工具器具及び備品 4,036千円

合計 6,860千円

 

※2.関係会社との取引

受取利息 520千円

※2.関係会社との取引

受取利息 1,873千円

受取配当金 25,324千円

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(注) ― 1,200 1,200 ―
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第８期 (平成19年11月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

第９期 (平成20年11月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

 
  

(リース取引関係)

第８期 
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

第９期
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 

 内容の重要性が乏しく、契約１件あたりの金額が少

額なリース取引のため、注記を省略しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

同左

(有価証券関係)

(税効果会計関係)

第８期 
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

第９期
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

 未払事業税 4,870千円

 賞与引当金及び未払賞与 15,391千円

 未払事業所税 2,454千円

 未払費用 1,877千円

 貸倒引当金 6,578千円

  繰延税金資産合計 31,173千円

  繰延税金資産の純額 31,173千円

 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の金額に含

まれております。

流動資産  繰延税金資産 25,756千円

固定資産  繰延税金資産 5,417千円

 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

 未払事業税 493千円

 賞与引当金及び未払賞与 15,860千円

 未払事業所税 2,384千円

 未払費用 4,159千円

 貸倒引当金 2,154千円

  繰延税金資産合計 25,052千円

  繰延税金資産の純額 25,052千円

 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の金額に含

まれております。

流動資産  繰延税金資産 23,256千円

固定資産  繰延税金資産 1,796千円

 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 

 交際費等永久に損金に

 算入されない項目 3.0％

 住民税均等割額 10.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.4％

 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 

 交際費等永久に損金に

 算入されない項目 4.6％

 受取配当金の益金不算入 △10.5％

 住民税均等割額 17.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.9％
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
   

(１株当たり情報)

項目
第８期

自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

第９期 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

１株当たり純資産額 45,007円61銭 45,139円77銭

１株当たり当期純利益 2,625円82銭 1,832円16銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

－円－銭 －円－銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在していないため記載しておりませ

ん。

同左

第８期
平成19年11月30日現在

第９期 
平成20年11月30日現在

貸借対照表の純資産の部の合計
額（千円）

1,162,726 1,166,140

普通株式に係る純資産額（千
円）

1,162,726 1,166,140

差額の主な内訳（千円）
 新株引受権 － －

普通株式の発行済株式数（株） 25,834 25,834

普通株式の自己株式数（株） － －

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数（株）

25,834 25,834

第８期
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

第９期 
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

当期純利益(千円) 68,693 47,332

普通株主に帰属しない金額(千
円)

－ －

普通株式に係る当期純利益(千
円)

68,693 47,332

普通株式の期中平均株式数(株) 26,161 25,834

当期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) － －

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要

－ －

(重要な後発事象)

第８期 
自 平成18年12月 1日 
至 平成19年11月30日

第９期
自 平成19年12月 1日 
至 平成20年11月30日

－ －
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 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

  

６ その他

(1) 役員の異動

(2) その他
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